
１.　重要な会計方針

　(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　(2)　固定資産の減価償却の方法

　(3)　引当金の計上基準

　(4)　消費税等の会計処理

２.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産の増減額及びその残高は，次のとおりである。
（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　普通預金（鹿銀№1069009） 788,017 6 6 788,017

　　投資有価証券 470,590,140 35,434,386 40,748,286 465,276,240

合計 471,378,157 35,434,392 40,748,292 466,064,257

　　特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。
（単位：円）

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 6,359,135 736,385 0 7,095,520

合　　　　　　計 6,359,135 736,385 0 7,095,520

                      　　　　（平成24年4月1日以後に取得の）　什器備品　・・・・・・　定率法 5年（0.400） 

　　　　　　②　ソフトウェア　　　・・・・・・・・　残存価額をゼロとする定額法（0.2）

　　　　退職給付引当金　・・・期末退職給与の要支給額の100％相当額を計上している。

　　　　消費税等の会計処理は，税込方式によっている。

財務諸表に対する注記

　　　　洗替法による時価による。

　　　　①　什器備品

                      　　　　（平成19年4月1日以前に取得の）　什器備品　・・・・・・　旧 定率法 5年（0.369）

                      　　　　（平成19年4月1日以後に取得の）　什器備品　・・・・・・　定額法 5年（0.200） 



３.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。
（単位：円）

科　　　目 当期末残高
うち指定正味
財産からの

充当額

うち一般正味
財産からの

充当額

うち負債に
対応する額

基本財産

　　普通預金（鹿銀№1069009） 788,017 788,017 0 0

　　投資有価証券 465,276,240 465,276,240 0 0

小　計 466,064,257 466,064,257 0 0

特定資産

　退職給付引当資産 7,095,520 0 7,095,520 7,095,520

小　計 7,095,520 0 7,095,520 7,095,520

合　計 473,159,777 466,064,257 7,095,520 7,095,520

（参考１）鹿児島県出捐金と基本財産価額との比較

（単位：円）

金　額
出捐金との

差　額

466,064,257 266,064,257

440,788,017 240,788,017

436,358,471 236,358,471

200,000,000       －

４.　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 取得価額
減価償却
累 計 額

当期末残高

エアコン 189,800 189,799 1

プロジェクター（キャノン） 333,900 333,899 1

ぬいぐるみ・グリーン太郎（2号） 470,400 470,399 1

ぬいぐるみ・グリーン太郎（3号） 594,000 593,999 1

プロジェクター（リコー） 116,640 116,639 1

電話加入権 124,984 0 124,984

合計 1,829,724 1,704,735 124,989

区　分

額　　面

 うち県出捐金

基本財産

時価（貸借対照表評価額）

取得価額



５.　投資有価証券の増減

（単位：円）

種類及び銘柄 期首残高
洗替えによる

過年度評価損益
の戻り

合　計
（取得原価）

① 第119回利付国債 67,422,000 △ 7,137,946 60,284,054

② 第145回日本高速道路保有債務返済機構債券 107,910,000 △ 7,910,000 100,000,000

③　第159回日本高速道路保有債務返済機構債券 54,800,000 △ 4,830,500 49,969,500

④ 第158回利付国債 9,881,900 92,300 9,974,200

⑤ 第149回日本高速道路保有債務返済機構債券 109,334,000 △ 8,534,000 100,800,000

⑥ 第185回地方公共団体金融機構債 29,845,200 △ 5,302,500 24,542,700

⑦  ｻﾞｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟINC固定利付債 46,622,000 3,378,000 50,000,000

⑧ 第144回利付国債 44,775,040 △ 4,775,040 40,000,000

合計 470,590,140 △ 35,019,686 435,570,454

（続き） （単位：円）

種類及び銘柄 取　得
償還または
売却(原価)

期末残高
(時価)

評価損益 額　面

① 第119回利付国債 66,738,000 6,453,946 60,000,000

② 第145回日本高速道路保有債務返済機構債券 105,920,000 5,920,000 100,000,000

③　第159回日本高速道路保有債務返済機構債券 53,645,000 3,675,500 50,000,000

④ 第158回利付国債 9,817,400 △ 156,800 10,000,000

⑤ 第149回日本高速道路保有債務返済機構債券 107,326,000 6,526,000 100,000,000

⑥ 第185回地方公共団体金融機構債 29,735,100 5,192,400 30,000,000

⑦  ｻﾞｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟINC固定利付債 47,898,500 △ 2,101,500 50,000,000

⑧ 第144回利付国債 44,196,240 4,196,240 40,000,000

合計 0 0 465,276,240 29,705,786 440,000,000

６．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 6,359,135 736,385 0 0 7,095,520

7. その他公益法人の資産，負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　　全て公益目的保有財産である。

1 ．　基本財産及び特定資産の明細
       基本財産及び特定資産の明細は，財務諸表の注記に記載している。

2 ．　引当金の明細
       引当金の明細は，財務諸表の注記に記載している。

3 ．　その他重要な事項
　　　　該当なし

期中増減

科目

付 属 明 細 書

当期増加額 期末残高
当期減少額

期首残高


